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１．インフラ長寿命化政策の背景 

○１９８０年代のアメリカでは、１９３０年代のニューディール政策により大量に
建設された道路構造物の老朽化に対応できず、「荒廃するアメリカ」と呼ばれ
る道路ストックの荒廃を招いた。 

○１９７０年代半ばから１９８０年代の初めにかけて、二度にわたる石油危機の
中、経済成長率が鈍化し、アメリカでは停滞する経済状況下であった。 

Veterans Memorial Bridge 
（クリープランド（オハイオ州）） 

スクールバスを降りて橋を渡る生徒達 
（ペンシルバニア州） 

TIME １９８１年４月２７日号 

マイアナス橋の落橋 
（１９８３年） 
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○米国では１９８０年代に多くの道路施設が高齢化「荒廃するアメリカ」 
○日本でも２０１０年代以降に多くの道路施設が高齢化を迎える。 

１．インフラ長寿命化政策の背景 
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平成２４年（２０１２年）１２月２日、トンネル天井板が落下し、 

走行中の車両が巻き込まれ、死者９名、負傷者２名を出した。 

【笹子トンネル概要】 

排気ダクト

送気口

3.5ｍ 0.75ｍ0.75ｍ
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ｍ

送気ダクト

3.5ｍ崩落板撤去状況１２／３ ３：３０撮影

笹子トンネル天井板落下事故 

１．インフラ長寿命化政策の背景 
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近年のインフラ長寿命化政策の動向 

Ｈ２４．７ • 国土交通大臣が、社会資本整備審議会・交通政策審議会に対し「今後
の社会資本の維持管理・更新のあり方について」を諮問 

• 技術的な検討に着手するため、「社会資本メンテナンス戦略小委員会」
を設置 

Ｈ２４．８ 第３次 社会資本整備重点計画（閣議決定） 
 重点目標に「社会資本の適確な維持管理・更新」を位置付け 

Ｈ２４．１２ 中央自動車道笹子トンネル天井版落下事故 

Ｈ２５．３ 社会資本の老朽化対策会議 

 社会資本の維持管理・更新について当面講ずべき措置（工程表）決定 

Ｈ２５．１１ インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議 

 「インフラ長寿命化基本計画」決定 

Ｈ２５．１２ 社会資本整備審議会、交通政策審議会が、国土交通大臣に対し「今後の社
会資本の維持管理・更新のあり方について」を答申 

Ｈ２６．５ 社会資本の老朽化対策会議 

 「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」決定 

個別施設毎の長寿命化計画 
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１．インフラ長寿命化政策の背景 



インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ） 
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２．国のインフラ長寿命化施策 



インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議（ H25.11）における 
国のインフラ長寿命化基本計画の概要 
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２．国のインフラ長寿命化施策 



インフラ長寿命化計画（行動計画）のポイント 
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３．国土交通省が取組むインフラ長寿命化施策 
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３．国土交通省が取組むインフラ長寿命化施策 

インフラ長寿命化計画（行動計画）のポイント 



施設数 
13,105施設 

延べ面積 
約48,176千㎡ 

宿舎 
4,112 

庁舎以外 
5,162 

国会関係施設 
裁判所関係施設 

496 

刑事施設等収容施設 
自衛隊関係施設 

その他 
1,050 

合同庁舎 
392 

単独庁舎
7,055 

庁舎 
7,943 

宿舎 
約10,867千㎡ 

庁舎以外 
約28,535千㎡ 

国会関係施設 
裁判所関係施設 
約2,618千㎡ 

刑事施設等収容施設 
自衛隊関係施設 

その他 
約17,668千㎡ 

合同庁舎 
約4,263千㎡ 

単独庁舎 
約12,760千㎡ 

庁舎 
約19,641千㎡ 

平成２８年３月時点、施設数で約１３，０００施設、延べ面積で約４，８００万㎡ 

官庁施設のストック（施設数と面積） 

11 

４．官庁施設の状況 



築30年以上は 

46.5％ 

○延べ床面積は、約3億2千万㎡（注１）。うち建設後30年以上の施設は、46.5％ （延べ床面積） 

（出典） 全国営繕主管課長会議調べ（H25年度） 
（注１） 全国営繕主管課長会議の担当部局が把握している施設を対象としているため、国、都道府県、政令指定都市の全ての公共建築

物を網羅した面積ではない。 
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４．官庁施設の状況 
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官庁営繕行政の概要 

５．官庁施設の保全・点検 



○ 国家機関の建築物等の保全の実態を把握し適正な保全の実施に資する
事を目的とした調査 

調査対象施設 
すべての国家機関の建築物及びその附帯施設 
 
（合同庁舎等については、原則として管理官署が実施） 

調査実施期間 毎年５月頃から７月頃まで（毎年度１回） 

調査対象期間 前年度１年間 

調査内容 
点検等の実施状況、施設の状態、実施体制の整備状況、
保全計画の作成状況、記録の整備状況、維持管理費、光
熱水費、修繕費、エネルギー消費量 

調査方法 
各施設の施設保全責任者等がインターネット経由で官庁施
設情報管理システム（ＢＩＭＭＳ－Ｎ）にアクセスし入力 

保全実態調査 
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５．官庁施設の保全・点検 



評  価  項  目 評  価  細  目 評 点 の 算 出 方 法 

①保全の体制、 
計画及び記録等 
 
各細目の評点の 
平均点を①の評
点とする。 

保 全 体 制 施設保全責任者の有無 

責任者を定めている：100
点 
定めていない：0 点 

保 全 計 画 
年度保全計画書の作成 

中長期保全計画書の作成 
作成している：100 点 
一部作成している：50 点 
作成していない：0 点 保 全 台 帳 

点検及び確認結果の記録 

修繕履歴の作成 

②点検等の実施
状況 
 
各細目の評点の
合計を評点の満
点（評点の対象と
しない細目の評
点を除く）で除し
たものに 100 を乗
じて得た数値を
②の評点とする。 
 

建築物の敷地及び構造の点検 

昇降機の点検 

建築物の昇降機以外の建築設備の点検 

対象部位があり 
点検をしている：200 点 
対象部位があり 
点検をしていない：0 点 
対象部位がない 
：評点の対象としない 

支障がない状態の確認 

確認を実施している：200
点 
確認をしていない：0 点 

消防用設備等の点検 

危険物を取り扱う一般取扱所等の点検 

事業用電気工作物の保安規定による自主検査 

機械換気設備の点検 

ボイラーの性能検査、定期検査 

浄化槽の水質検査、保守点検、清掃 

簡易専用水道の水槽の清掃 

排水設備の清掃 

清掃等及びねずみ等の防除 

空気環境の測定 

冷却塔・加湿装置等の清掃等 

給水設備の飲料水・雑用水の遊離残留塩素等の

検査 

ばい煙発生施設のばい煙量又はばい煙濃度の測

定 

対象部位があり 
点検をしている：100 点 
対象部位があり 
点検をしていない：0 点 
対象部位がない 
：評点の対象としない 

③施設の状況 
 
各細目の評点の 
平均点を③の評
点とする。 

消防・防災、建築・附帯施設（外壁、漏水）、 

設備機器、家具の転倒防止対策、 

避難経路等における障害物の有無、 

施設使用条件適合の可否（建築、設備）、 

空気環境、照明照度、熱環境、衛生環境、清掃 

問題ない：100 点 
一部問題がある：50 点 
問題がある：0 点 

総 評 点 ①  ～③の評点の平均点 

 

 配点 庁舎等 宿舎
100 96 94
100 64 64
100 57 58
100 67 64
100 68 66

100.0 70.3 69.0

配点 庁舎等 宿舎
200 169 163
200 198 200
200 176 165
200 172 171
100 95 90
100 97 －
100 99 －
100 87 －
100 96 －
100 96 92
100 97 96
100 88 －
100 82 －
100 78 －
100 92 －
100 93 －
100 94 －

100.0 85.1 85.0

配点 庁舎等 宿舎
100 97 －
100 98 －
100 90 －
100 97 －
100 97 －
100 97 97
100 81 79
100 88 94
100 88 84
100 64 －
100 99 －
100 64 －
100 69 －

100.0 86.8 88.5

100.0 80.7 80.8

修繕履歴の作成

①　保全の体制、計画及び記録等
施設保全責任者の有無
年度保全計画書の作成
中長期保全計画書の作成
点検及び確認結果の記録

①の評点

③　施設状況
空気環境
照明環境
熱環境（冷暖房の状況）

②　点検等の実施状況
建築物の敷地及び構造の点検
昇降機の点検
建築物の昇降機以外の建築設備の点検
支障がない状態の確認

事業用電気工作物の保安規定による自主点検

消防用設備等の点検
危険物を取り扱う一般取扱所等の点検

家具の転倒防止対策

衛生環境
清掃
消防・防災
建築・附帯施設　外壁の状況
建築・附帯施設　漏水の状況
設備機器

施設使用条件適合の可否（建築）
施設使用条件適合の可否（設備）

③の評点

総評点

機械換気設備の点検
ボイラーの性能検査、定期検査
浄化槽の水質検査、保守点検、清掃
簡易専用水道の水槽の清掃
排水設備の清掃
清掃等及びねずみ等の防除
空気環境の測定
冷却塔・加湿装置等の清掃等
給水設備の飲料水・雑用水の遊離残留塩素等の検査
ばい煙発生施設のばい煙量又はばい煙濃度の測定

②の評点

避難経路等における障害物の有無

表 評価項目別、評価細目別の平均点 

 
表 保全実態調査の評価項目 

 

保全状況の評価指標 

15 

５．官庁施設の保全・点検 



項目 所管者（官庁営繕）の取組内容 

1.点検・診断/ 
   修繕・更新 
    
 

• 相談窓口の機能の充実 
• 基準類・マニュアル類の整備・提供 
• Ｈ２６年度中に、地域毎に官庁施設の整備構想を策定 
• Ｈ２７年度から施設カルテの作成・運用を開始 

2.基準類の整備 • 定期点検、保全に関する基準類を適用 

3.情報基盤の 
   整備と活用 

• H26年度中に、全ての官庁施設を対象に、保全実態調査に必要な施設の諸元
等の情報を「官庁施設情報管理システム（BIMMS-N）」に蓄積 

4.個別施設計画 
   の策定・推進 

• 個別施設計画を構成する「中長期保全計画」、「保全台帳」が適切に作成され
るよう、保全指導を継続 

5.新技術の 
 開発・導入  

• 点検・診断に関する新技術が導入されている取組を収集し、各省各庁・地方公
共団体に対して、引き続き情報提供 

• 長寿命化に資する材料・工法について、改修等の機会を捉えて、より一層の現
場導入・普及を検討 

6.予算管理 • Ｈ２６年度中に、各地域における官庁施設の整備構想を踏まえた、中長期にお
ける官庁施設の整備計画を策定 

7.体制の構築   • 技術者の確保・育成等 

8.法令等の整備 • 必要となる制度や法令等について、機会を捉えた整備を実施 

インフラ長寿命化計画（行動計画）取組概要 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



項目 施設者（施設管理部局）の取組内容 

1.点検・診断/ 
   修繕・更新 
    
 

• 定期点検の実施 
• 保全の確実な実施 
 国土交通省が管理する庁舎等について、H29年度までに保全実態調査の
総評点が80点以上の施設の割合を80％以上となるよう取組を継続 

2.基準類の整備 • 定期点検、保全に関する基準類を適用 

3.情報基盤の 
   整備と活用 

• H26年度中に、国土交通省が管理する全ての官庁施設を対象に、保全に関す
る情報をBIMMS-Nに登録 

4.個別施設計画 
   の策定・推進 

• H28年度までに、全ての個別施設計画の対象施設において、個別施設計画の
策定を完了 

• 策定した個別施設計画は適宜更新 

5.新技術の 
 開発・導入  

－ 

6.予算管理 • 個別施設計画に基づく計画的な点検・診断、修繕・更新を実施するとともに、新
技術の開発・導入の取組を推進することで、トータルコストの縮減・平準化を図
る。 

7.体制の構築   • 平成26年度中に、自らが管理する全ての施設で施設保全責任者を設置 

8.法令等の整備 － 

○ 営繕部は所管者として上記取組を支援・指導 
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インフラ長寿命化計画（行動計画）取組概要 

６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



インフラ長寿命化基本計画 

道路 河川 公共 
建築物 

道路 河川 

（個別施設計画） 

公共 
建築物 

2016年度までに策定 

H26.5.21国土交通省決定 

インフラ長寿命化に向けた計画の体系 

インフラ長寿命化計画 公共施設等総合管理計画 

（基本計画）【国】 

（行動計画） 【自治体】 （行動計画） 【各省庁】 

○ インフラ長寿命化計画（行動計画） 
計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全てのインフラでメンテナンスサイク
ルを構築・継続・発展させるための取組の方針（対象施設の現状と課題／維持管理・更新コスト
の見通し／必要施策に係る取組の方向性 等） 

○ 個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画） 
インフラ機能の各施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画（対策の優先順位の考え方／個別施
設の状態等／対策内容と時期／対策費用 等） 

３．計画の策定内容 

（個別施設計画） 2020年度までに策定 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



インフラ長寿命化基本計画  （H25.11.29 関係省庁連絡会議決定） 

 国土交通省 行動計画 （H26.5.21策定） 
 

（対象：14分野のインフラ） 
 

  道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、 

  空港、鉄道、自動車道、航路標識、公園、住宅、 
 

 官庁施設、    観測施設 

各省各庁 行動計画 
 

・（官庁施設以外の分野のインフラ） 
 

・官庁施設 

国土交通省 
 

（官庁営繕部・ 
各地方整備局等の 

営繕部等） 

 
 

官庁施設における長寿命化計画に関する連絡調整会議 
         （H26.1.31設置、構成員：中央官庁営繕担当課長連絡調整会議担当者） 

保全指導・支援の充実 

各省各庁 
 

（本省・地方局） 

 
 

保全実態調査等による 

状況把握 

行動計画に
基づく取組
の実施 

取組に係る進捗状況について情報提供 

関連施策の実施 

官庁施設の 

管理者とし
て基本的な 

取組を共有 

個別施設計画 

の作成 

政府全体 

の方針 

各省各庁の 

行動計画 

（H28までに 

策定） 

●官庁施設の管理者による「インフラ長寿命化計画（行動計画）」策定の手引き  
        （H26.7.18 中央官庁営繕担当課長連絡調整会議申し合わせ） 

反映 反映 

官庁施設分野におけるインフラ長寿命化計画の推進体制（参考） 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



「インフラ長寿命化計画（行動計画）」策定の手引き 

(1) 対象施設  すべての官庁施設。ただし、借受施設を除く。 
(2) 計画期間  2020年度（平成32年度）までを目安とする。 
(3) 必要施策に係る取組の方向性 
  ・下表に示す8施策について、共通して実施する取組を記載。 
  ・取組は、国交省の行動計画（官庁施設分野）をベースにしており、4施策については、 
   同一指標を設定（※）。 
  ・施設の特殊性等の特別な事情がある場合には、本手引きによらずに行動計画を策定することがで

きるが、次の内容は最大限尊重。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．点検・診断／修繕・更新 
 （※）良好な施設の割合 （H29年度：80％） 

５．新技術の開発・導入 

２．基準類の整備 ６．予算管理 

３．情報基盤の整備と活用 
 （※）官庁施設情報管理システムへの情報の登録 
                （計画策定年度：100％） 

７．体制の構築 
 （※）施設保全責任者の設置 （計画策定年度：100％） 

４．個別施設計画の策定・推進 
 （※）計画の策定率    （H28年度：100％） 

８．法令等の整備 

２．手引きの概要 

１．目的 

 本手引きは、「インフラ長寿命化基本計画」に基づく「インフラ長寿命化計画（行動計画）」の 
策定にあたり、国家機関の建築物及びその附帯施設（官庁施設）の管理者として共通して記載する 
施策や基本的な取組を取りまとめ、平成26年7月18日「中央官庁営繕担当課長連絡調整会議」 
において申し合わせ事項としたもの。 

(4) フォローアップ計画 フォローアップの詳細は、別途、官庁施設における長寿命化計画に関する    
            連絡調整会議において定める。 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



必要に応じ、機能転換・用途変更、複合化・集約化等の内容を追加。 

○ 施設の運用段階における 

 保全の実施内容、予定年度 

 概算額に係る計画 
 

○ 点検履歴（点検記録） 

○ 修繕履歴 
 

保全台帳 中長期保全計画 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

600,000 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

2
0
0
6

2
0
1
1

2
0
1
6

2
0
2
1

2
0
2
6

2
0
3
1

2
0
3
6

累
積

[
千
円

]

単
年

[
千
円

] 機械

電気

建築

累計

点検・確認項目 関係法令 

1 □・・・・・・・・ 

2 □・・・・・・・・ 

3 □・・・・・・・・ 

4 □・・・・・・・・ 

5 □・・・・・・・・ 

6 □・・・・・・・・ 

7 □・・・・・・・・ 

点検記録 

官庁施設における個別施設計画 

官庁施設における個別施設計画は、「保全台帳」と「中長期保全計画」で構成。 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



ＢＩＭＭＳ－Ｎを用いた個別施設計画の作成 

○営繕部では、官庁施設情報管理システム（ＢＩＭＭＳ－Ｎ）を活用した、個別施設計画の
作成と、同計画に基づくメンテナンスサイクルの構築を推進 

○個別施設計画作成を支援するため、「官庁施設情報管理システム（ＢＩＭＭＳ－Ｎ）を活
用した個別施設計画策定・運用マニュアル」を作成し公表 
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６．官庁施設分野におけるインフラ長寿命化施策 



 
庁舎等

敷地及び
構造

昇降機 建築設備
支障がない

状態
消防用
設備等

5,494 2,014 5,389 6,709 5,776

(5,311) (1,953) (5,205) (6,115) (5,386)

4,645 1,999 4,750 5,782 5,478

(4,370) (1,928) (4,477) (5,290) (5,157)

84.5% 99.3% 88.1% 86.2% 94.8%

(82.3%) (98.7%) (86.0%) (86.5%) (95.7%)

849 15 639 927 298

(941) (25) (728) (825) (229)

点検等対象
施設数[A]

うち点検等
実施数[B]

実施率%
[B/A]

未実施数

○ 昇降機：ほぼ全数、消防用設備等：約9割、「敷地及び構造」等：8割台 

※上段：平成27年度集計結果、下段：平成26年度集計結果 
23 

７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 

 国土交通省が管理する庁舎等について、平成２９年度までに保全実態調査
の総評点が８０点以上の施設の割合を８０％以上となるよう取組を継続 

管理者（施設管理部局）の取組 「１．点検・診断/修繕・更新」 



【外壁】 
約４割の施設におい
て、補修や修繕等を実
施する必要有り。 

《良好な施設》 
消防・防災 ： 消防検査において指摘はなく、かつ火災時の安全性について良好な施設 
避難経路等 ： 避難経路等に障害物はなく、非常時の通行に支障がない施設 
外壁 ： 外壁に浮き、ひび割れ、剥落が見られない施設 

  

40% 

60% 

80% 

100% 

H23 H24 H25 H26 H27 

避難経路等における 

障害物の有無 

消防・防災 

外壁の状況 

項
目
毎
の
良
好
な
施
設
の
割
合

（
％
）
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７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 

 国土交通省が管理する庁舎等について、平成２９年度までに保全実態調査
の総評点が８０点以上の施設の割合を８０％以上となるよう取組を継続 

管理者（施設管理部局）の取組 「１．点検・診断/修繕・更新」 



60.3%

(良好)

63.6%

26.3%

(概ね良好)

23.9%

10.4%

（要努力）

8.2%

3.0%(要改善) 4.3%

0

20

40

60

80

100

H26 H27

%

（全体）

「良好」
とされた施設

総評点が
80点以上

「概ね良好」
とされた施設

総評点が
60点以上
80点未満

「要努力」
とされた施設

総評点が
40点以上
60点未満

「要改善」
とされた施設

総評点が
40点未満

6,972 4,436 1,664 572 300

100% 63.6% 23.9% 8.2% 4.3%

①保全の体制・計画 70.3 86.4 50.2 33.7 13.9

②点検等の実施状況 85.1 97.5 80.6 43.9 5.4

③施設の状況 86.8 89.8 83.0 80.1 76.6

80.7 91.2 71.3 52.6 32.0　総評点の平均（①～③の平均）

評価項目別
平均点

庁舎等

　該当施設数

　該当施設数（割合）

総評点と評価項目・判定区分ごとの平均点 
 

総評点の判定ごとの 
施設数割合 

○ 「良好」「概ね良好」「要努力」「要改善」の各区分における①～③の評価項目
の点数を比較すると、「保全の体制・計画」及び「点検等の実施状況」の結果
が、総評点に大きく影響。 

保全実態調査の総評点を向上するためには 
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７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 



60

65

70

75

80

85

90

95

100

H26 H27 H28

庁舎等の点検実施率等の推移 

敷地・構造 昇降機 建築設備 確認 

消防用設備等 中長期保全計画 良好な施設 

％ 

  
敷地・構造 
（点検） 

昇降機 
（点検） 

建築設備 
（点検） 

支障が無い
状態（確認） 

消防用設備
等（点検） 

中長期保全
計画（作成） 

良好な施設 
（総評点80点

以上） 

H26 82.3 98.7 86 86.5 94.8 67.9 60.3 

H27 84.5 99.3 88.1 86.2 94.8 72.3 63.6 

H28 86.3 99.8 89.7 89.6 96.6 88.8 75.5 

保全実態調査結果の推移（H26～H28） 
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７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 



全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

8,077 5,040 3,037

(7,074) (4,234) (2,840)

72.7% 72.3% 73.4%

(67.4%) (67.9%) (66.7%)

3,030 1,932 1,098

(3,418) (2,002) (1,416)

作成率%
[B/A]

未作成
施設数

作成対象
施設数[A]

作成完了
施設数[B]

中長期保全計画の作成状況 

全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

8,658 5,462 3,196

(7,680) (4,636) (3,044)

78.0% 78.3% 77.3%

(73.2%) (74.3%) (71.5%)

2,449 1,510 939

(2,812) (1,600) (1,212)

未作成
施設数

作成対象
施設数[A]

作成完了
施設数[B]

作成率%
[B/A]

年度保全計画の作成状況 

○ 各施設の個別施設計画については、各府省で策定するインフラ長寿命化計画（行動
計画）で設定した目標年度内に策定できるよう取組を更に進めることが必要。 

○ 年度保全計画の作成完了施設は約8割。 

※上段：平成27年度集計結果、下段：平成26年度集計結果 27 

 平成２８年度までに、全ての個別施設計画の対象施設において、個別施設
計画の策定を完了 

管理者（施設管理部局）の取組 「４．個別施設計画の策定・推進」 

７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 



全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

9,099 5,866 3,233

(8,281) (5,182) (3,099)

81.9% 84.1% 78.2%

(78.9%) (83.1%) (72.8%)

2,008 1,106 902

(2,211) (1,054) (1,157)

作成対象
施設数[A]

作成完了
施設数[B]

作成率%
[B/A]

未作成
施設数

表 点検記録の作成状況 

全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

8,895 5,662 3,233

(8,044) (4,929) (3,115)

80.1% 81.2% 78.2%

(76.7%) (79.0%) (73.2%)

2,212 1,310 902

(2,448) (1,307) (1,141)

未作成
施設数

作成対象
施設数[A]

作成完了
施設数[B]

作成率%
[B/A]

表 修繕履歴の作成状況 

※上段：平成27年度集計結果、下段：平成26年度集計結果 

○点検記録 ⇒ 作成完了施設 約8割。 
○修繕履歴 ⇒ 作成完了施設 約8割。 
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 平成２８年度までに、全ての個別施設計画の対象施設において、個別施設
計画の策定を完了 

管理者（施設管理部局）の取組 「４．個別施設計画の策定・推進」 

７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 



７．官庁施設分野の長寿命化施策の取組み状況 

全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

10,592 6,724 3,868

(9,816) (5,926) (3,890)

95.4% 96.4% 93.5%

(93.6%) (95.0%) (91.4%)

515 248 267

(676) (310) (366)

設置対象
施設数[A]

設置済み
施設数[B]

設置率%
[B/A]

未設置数

全体 庁舎等 宿舎

11,107 6,972 4,135

(10,492) (6,236) (4,256)

10,268 6,468 3,800

(9,729) (5,868) (3,861)

92.4% 92.8% 91.9%

(92.7%) (94.1%) (90.7%)

839 504 335

(763) (368) (395)

設置済み
施設数[B]

設置率%
[B/A]

未設置数

設置対象
施設数[A]

施設保全責任者の設置状況 保全担当者の設置状況 

※上段：平成27年度集計結果、下段：平成26年度集計結果 

○ 「施設保全責任者の設置状況」   ⇒ 95％超 
○ 未設置施設においては、速やかに施設保全責任者を設置し、体制の整備が必要 
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 平成２６年度中に、自らが管理する全ての施設で施設保全責任者を設置 

管理者（施設管理部局）の取組 「７．体制の構築」 



８．地方公共団体への支援 

総務省及び個別施設計画の所管省庁が連携して、各自治体に対し個別施設計画
策定上のガイドライン及び通知等により助言を行う 

経済・財政一体改革推進委員会第２次報告（平成２８年４月２８日） 

市町村が管理する公共建築物の個別施設計画の策定に当たり、共通のシステムに
よるデータベースの活用を図ることが重要 

政務官勉強会 インフラメンテナンスの加速化に向けた提言（平成２８年７月２９日） 

個別施設計画の策定にあたっては、各インフラの所管省庁より技術的助言等が実
施される予定となっていることから、参考にされたいこと。 

公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（平成２６年４月２２日） 

平成２８年９月１日、保全指導室長から各省インフラ担当宛てに 
「公共建築物の個別施設計画策定に資するデータベースの情報提供について」 を発出 

ＢＩＭＭＳを紹介 30 

地方公共団体に対する個別施設計画策定支援 



○公共建築物の膨大な施設情報を効率的に管理するためのシステム 
○平成１７年度に構築、平成２６年度から新システムに移行 
○通称：ビームス（Building Information system for Maintenance and Management 

Support） 

・施設診断情報 
・工事履歴情報 
・維持管理費 
・エネルギー消費量 等 

［データベース］ 

・個別施設計画作成 
・エネルギー消費量 
 グラフ化 

［ツール］ 

BIMMSの仕組み 

A県 B県 C市 D町 

○平成17年度から本格運用し、現在86の地方公共団体で利用中 
○低廉な費用で利用可能（50棟あたり年間約8万円程度） 
○（一財）建築保全センターが管理・運営 

データ蓄積 

活用 

建物基本情報 入力・出力画面 

BIMMSの概要 

公共建築物の施設情報を共通のデータベースに蓄積 

地公体向け保全マネジメントシステム（ＢＩＭＭＳ） 
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８．地方公共団体への支援 



○都道府県・政令市・国土交通省が共同で開発・フォローアップ 
○蓄積された修繕・更新データ等から個別施設計画を容易に作成可能（活用例①） 
○エネルギーデータを「見える化」により多消費施設を抽出することが可能（活用例②） 

活用例①：個別施設計画の作成 

活用例②：エネルギーデータの「見える化」 

用途、延べ面積、竣工年月日等を選択 

施設の運用エネルギーを「見える化」により最適化 

体育館 

庁舎 学校 

住宅 

用途 

将来の修繕・更新時期を把握し、 
支出の平準化・効率化を実現 

他団体・他施設
との比較により
多消費施設を抽
出して運用改善 

グラフで経年変化を
確認し、漏水・故障
等を早期に発見 

地公体向け保全マネジメントシステムＢＩＭＭＳ 
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８．地方公共団体への支援 


